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研究要旨：  
 本研究では感染症サーベイランスシステム（NESID）データ、検査機関におけ

るアクティブサーベイランスデータ、食中毒を疑わせる事例の疫学調査データ、環

境中のウイルスのデータ等を活用することで、散発事例も含めた食品媒介感染症被

害実態の推計方法を検討する。さらに複数年度にわたる推計を行うことで食品由来

感染症被害の発生動向の把握を可能とし、食中毒対策の検討やその効果の評価に活

用する手法とそれに使用する指標や基礎的なデータを精査することで、食品衛生行

政での活用方法を検討する。またWHOや他の各国の食品由来疾患被害実態推計研

究との情報交換を行うことで研究の推進および国際対応への準備を行う（全体）。 
 宮城県および全国における積極的食品由来感染症病原体サーベイランスならび

に下痢症疾患の実態把握では、2023年および 2024年に関する臨床検査機関を対象

としたアクティブサーベイランスデータを用い、検査機関の住民カバー率、および

宮城県で以前に行った夏期および冬期の 2 回の電話住民調査の結果から求めた検

便実施率および医療機関受診率を推定モデルに導入することで、Campylobacter、
Salmonella、Vibrio parahaemolyticusの 3菌について、モンテカルロシミュレー

ション法により宮城県における当該菌による食品由来下痢症実患者数の推定を行

なった。これらの推定値から、全国での当該菌による食品由来下痢症患者の発生率

が宮城県での発生率と同じであると仮定した時の全国の当該菌による食品由来下

痢症患者の数を推定した。2011 年からはさらに全国を対象とした民間検査会社 3
社から（2021～2024 年は 2 社）全国についての 2006 年以降の病原菌検出数デー

タを収集している。本年度は 2024年のデータを収集し、全国における食品由来下

痢症実患者数の推定を行い、宮城県データからの全国推定値との比較を行った（窪

田）。 
 協力自治体における感染性胃腸炎集団感染事例及び食中毒事例の記述疫学的検

討を踏まえ、患者数推計にとどまらず、曝露、発症、外来受診、入院、死亡等を含

む疾病負荷の全体像を可視化するための疾病負荷ピラミッド作成に向けた基礎的

情報収集に実施した。具体的には、死亡者の実数把握、入院患者の実数把握、感染

症発生動向調査に基づく外来患者数推計、アウトブレイク事例の精査による食品寄

与割合の推定、未受診例や休業・欠席を含む社会的・経済的負荷の把握を主要な情
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報項目として整理した。その結果、ノロウイルス感染症の疾病負荷を把握するため

には、単一のサーベイランス情報では不十分であり、死亡、入院、外来受診、集団

感染、未受診例、休業・欠席等の複数の情報源を組み合わせた階層的な評価が必要

であることが確認された。一方、協力自治体及び医療機関を巻き込んだ情報収集体

制の構築には、診療現場及び行政現場の負担、情報収集項目の標準化、感染症事例

と食中毒事例の突合、食品検査の実施可能性、倫理審査上の整理等の課題が残され

た。また、未受診例及び社会的損失を把握するために予定していたインターネット

調査については、調査項目、対象期間、症状定義、休業・欠席日数等の設計を検討

したものの、年度内の実査には至らなかった。今後は、協力自治体で実装可能な最

小限の情報収集項目を設定し、地域レベルでの総合的なノロウイルス疾病負荷評価

に向けた手法を具体化する必要がある（砂川）。 
 食品媒介感染症は重症化する場合があり、その疾病負荷を評価することは重要で

ある。疾病負荷の検討には、これまで比較群を設定した調査デザインが用いられて

きた。一方で、比較群の設定にはマンパワーや費用を要するため、実施が困難な場

合が多い。自己対照ケースシリーズ法（Self-Controlled Case Series法: SCCS法）
を用いて、疾病負荷の検討が可能な範囲について検討した。SCCS法の前提条件を
満たすと考えられる「焼肉店の利用」の有無を曝露因子とし、同一の分子タイプの

腸管出血性大腸菌感染をアウトカムとして解析を行った。その結果、罹患率比

（Incidence Rate Ratio: IRR）は 32.0 (95%CI: 12.5–82.1)であった。これに基づき
算出した寄与リスク割合（Attributable Risk Percent: ARP）は 96.9%（95％信頼
区間：92.0– 98.8%）であった。本研究により、SCCS法により推定された IRRを
用いて ARP を算出することは可能であることが示された。一方で、SCCS 法の特
性上絶対リスクの評価には、コホート研究などから得られるリスク差などを併用す

ることで、補完的な解釈が可能であると考えられた（八幡）。 
国内で報告される食中毒患者数のうちノロウイルスが原因として報告される患

者数は 2023年、2024年、2025年はそれぞれ 5,502 人、8,656 人、18,566 人と急

増している。ノロウイルスの流行を捉えるデータは、医療機関からのノロウイルス

による食中毒としての報告、小児科定点からの感染性胃腸炎の報告数に限られてい

る。これらのデータは、報告集計されてから公開されるため、リアルタイムでの流

行探知を行う手法として下水疫学が発達した。本研究では、地域のノロウイルス流

行を探知するために、下水や河川生息の二枚貝を毎月採取してノロウイルス遺伝子

を検索することで、地域のノロウイルス流行状況との比較を試みた。また大量調理

施設衛生管理マニュアルで推奨される調理従事者等を対象としたノロウイルス便

検査のデータや、下水から検出されるノロウイルス遺伝子のデータを元に、状態空

間モデルにより、仙台市における年間のノロウイルス感染者数の推定を試みた（上

間）。 
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 2018 年から 2023 年の医科レセプトデータを用いた食品由来感染症(病原体：

enterohemorrhagic Escherichia coli、Campylobacter Jejuni/coli、Salmonella 
SPP.、Norvirus、ロタウイルス)、及びギランバレー症候群について年齢別・性別

の発生状況を検証できることを確認するとともに、検査実施率を考慮した推計の実

行可能性を確認した。さらに、食中毒統計では確認できないロタウイルスなどのウ

イルス感染による食品由来感染症の実被害患者数の推計の実行可能性を確認した

（熊谷）。 
 食品由来疾患の被害実態の推計のための指標の一つとして、Disability-adjusted 
Life Years (DALYs)が用いられているが、現場での利用や一般の人々への理解が深

まっていない。DALYsに代わる、分かりやすい新たな指標策定を検討するために、

従来の評価指標である DALYsの導出計算過程に着目して、日本国民の労働生産性 
と YLD (Years Lived with Disability) を導出するための平均治療期間（L）と障
害の重み付（W）とを考慮して、労働生産性の損失を導出する方法を考案した。こ

の方法であれば、従来の DALYsを活用して、労働生産性の損失といった経済的な

指標へと無理なく変換することができる。一例として、カンピロバクター食中毒に

よる推計患者数約 16 万人／年から労働生産性の損失額を導出すると日本全体で年

間約 1,800億円の損失が生じることを推定した（小関）。 
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A. 研究目的 
 
A-1. 宮城県および全国における積極的食

品由来感染症病原体サーベイランスならび

に下痢症疾患の実態把握 
 我が国では食品由来感染症の患者数は食

品衛生法および感染症法にもとづいて報告

されている。散発事例は食中毒事例として

報告されない場合が多く、そのため食中毒

統計等だけでは食品由来感染症・下痢症の

患者数が正確に把握されていないことが示

唆される。特に最近では広域散発事例によ

る被害も報告されており、食品衛生行政に

おける対策等の検討のためには、それらの

事例も含めた被害実態の全容を把握するこ

とが重要と考えられる。本年度は 2023年お
よび 2024 年のアクティブサーベイランス

を行った。（１）2005 年から継続している
宮城県におけるアクティブサーベイランス、

およびそれによる宮城県の被害実態の推定

を引き続き行った。また、（２）2011 年か
らは民間検査会社 3 社（2021～2024年は 2
社）の協力で全国についての病原菌検出デ

ータを収集し、それらをもとに全国におけ

る被害実態の推定を行っているが、本年度

もこれを継続し、これらの結果を上記の宮

城県データからの全国推定結果と比較する

ことで本研究における推定手法の妥当性の

検討を継続して行うこととした。 
 
A-2. ウイルス性食中毒を疑わせる事例の

疫学調査データ等からの詳細な実態把握手

法等の研究 
本分担研究グループでは、ウイルスを主

とする食中毒疑い事例について、疫学調査

データ、感染症発生動向調査データ、食中

毒事例情報等を活用し、食品媒介感染症の

被害実態をより詳細に把握するための手法

を検討している。 

ノロウイルス等による感染性胃腸炎は、

集団感染や食品媒介感染症の主要な原因で

あり、食品衛生行政上の重要な課題である。

しかし、食品衛生法に基づく食中毒統計の

みでは、散発例、未受診例、食中毒として

認定されない事例、感染経路が明確でない

事例を十分に把握できない可能性がある。

また、感染症発生動向調査に基づく患者数

推計は有用である一方、現在の定点報告は

主として小児科定点に依存しており、成人

を含む全年齢の疾病負荷や、入院・死亡・

休業等の社会的負荷を十分に反映しない。 

令和 7 年度は、前年度までの協力自治体に

おける事例ベースの検討を踏まえ、ノロウ

イルス感染症の疾病負荷を、曝露から死亡

までの連続した構造として整理する疾病負

荷ピラミッドの作成に向け、必要な情報項

目、収集可能性、実装上の課題を明らかに

することを目的とした。なお、当初はイン

ターネット調査による未受診例や休業・欠

席等の補完も予定したが、調査設計及び倫

理審査等の準備に時間を要し、本年度中の

実査には至らなかった。 

 
A-3. 広域に発生する主に細菌性疾患の疫

学情報とゲノム情報の分析と監視に基づく

疾病負荷軽減策の検討研究 
食品媒介感染症は重症化する場合があり、

その疾病負荷の評価は重要である。これま

で、食品媒介感染症における疾病負荷の検

討では人口寄与危険割合などの指標が用い
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られてきた。これらの指標を算出するため

には、一般的にコホート研究や症例対照研

究など、比較群を設定した調査デザインが

必要となる。しかし、比較群への調査には、

多くのマンパワーや費用を要するため、実

施困難な場合がある。	
そのため、疾病負荷の評価においては、

比較群を設定するデザインに代わる手法の

検討が求められる。2024年に Riaらは Euro 
Surveillance 誌において、Self-controlled 
Case Series法（SCCS法）を用い、腸管出

血性大腸菌感染と訪問国との関連を検討し

た報告を行った[4]。SCCS法は症例のみを

用いてリスクを推定できる方法であり、比

較群に対する調査に要するコストやマンパ

ワーを低減できる可能性がある。 
そこで、我々は SCCS 法の前提条件[5]
を満たすと考えられる「焼肉店の利用」を

曝露因子とし、同一の分子タイプの「腸管

出血性大腸菌感染」との関連について罹患

率比（Incidence Rate Ratio: IRR）により
評価する試みを行ってきた。 
本研究は SCCS法により算出された IRR
を基に、疾病負荷指標の一つである寄与リ

スク割合（Attributable Risk Percent：
ARP）の算出可能性及び他の疾病負荷の指
標の利用可能性について検討した。 
 
A-4. ノロウイルスの感染実態推計に向け

た研究 

１．環境検体モニタリングによるノロウイ

ルス流行探知の試み。 
2025年 1月から 3月にかけ、国内ではノ

ロウイルスによる食中毒が急増した。地域

のノロウイルス流行を探知するために、下

水や河川生息の二枚貝を毎月採取してノロ

ウイルス遺伝子を検索することで、地域の

ノロウイルス流行状況との比較を試みた。 

 
２．状態空間モデルと下水データを用いた

ノロウイルス総感染者推定に関する研究 
ノロウイルスなどによる感染性胃腸炎は、

感染者の年齢や免疫状態によって症状が大

きく異なることが知られている。また、感

染して症状が出ても病院を受診しない人も

多く、感染性胃腸炎の報告者数は実際の感

染者数を比べ過小であると考えられている。

本研究では、時系列データを扱う統計モデ

ルの１つである状態空間モデルを適用する

ことで、潜在的な総感染者数を推定するこ

とを試みた。 

状態空間モデルとは、過去の傾向を活用し

て将来の値を予測する時系列データの動的

システムをモデル化する手法である。状態

空間モデルは、状態方程式と観測方程式の

2つの要素から構成される。状態方程式は、

観測データを生成する仮想的な値を表し、

観測方程式は実際に得られるデータに対応

する。今年度は、感染性胃腸炎報告症例数

と未処理下水中のノロウイルス濃度を用い

て、感染性胃腸炎の潜在的感染者数の推定

を行った。 
 
A-5. 食品媒介感染症被害実態の推計に基

づく施策評価のための研究 

⽇本では⾷品リスク分析⼿法を⽤いて
⾷品安全⾏政を推進している。⾷品リスク
分析は⾷品中のハザードによる健康被害
の実態を把握することから始まる。⾷品由
来感染症事例のうち発症者が数⼈の散発
事例は⾷中毒事例として報告されない場
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合が多く、そのため⾷品衛⽣法等に基づく
⾷中毒統計等だけでは⾷品由来感染症に
よる患者数が正確に把握されていない場
合があることが⽰唆される。特に最近では
広域散発事例による被害も報告されてお
り、⾷品衛⽣⾏政における対策等の検討や
その効果の評価のためには、それら⾷中毒
統計に報告されていない事例も含めた⾷
品由来感染症被害実態の全容を把握する
ことが重要である。そこで、本研究では国
際的な動向を踏まえた⾷品安全⾏政を推
進するために、散発事例も含めた⾷品由来
感染症の被害実態を継続的に把握するシ
ステムを構築するとともに、⾷品由来感染
症被害対策の評価⼿法を検討することを
⽬的としている。 

本年度は、2018 年から 2023 年のレセプ
トデータを⽤いた⾷品由来感染症の実被害
患 者 数 ( 病 原 体 ： enterohemorrhagic 

Escherichia coli、Listeria spp.、Campylobacter 
Jejuni/coli 、 Salmonella SPP. 、 Clostridium 
Perfringens 、 Vibrio Parahaemolyticus 、

Norvirus)について、各病原体による患者の
特徴を解析し、⾷中毒統計で報告されてい
る状況と⽐較解析し、レセプトデータを⽤
いた実被害患者推計の実⾏可能性を検証す
る。 
 
A-6. より現場で活用しやすくまた一般に

理解が得られやすい指標の検討 
 食品由来疾患の被害実態の推計が行われ

ており、Disability-adjusted Life Years 
(DALYs)等の指標が国際的にも比較可能な

ものとして用いられている。しかし、一方

で DALYs は直感的に理解しにくい指標で

あることから、現場での利用や一般の人々

への理解が深まらない問題がある。 
 そこで、DALYsに代わる、分かりやすい

新たな指標策定の必要性が世界的にも求め

られており、検討が進められつつある。そ

こで本年度の研究では、従来の評価指標で

ある DALYs の導出計算過程に着目して、
日本国民の労働生産性  と  YLD (Years 
Lived with Disability) を導出するための
平均治療期間（L）と障害の重み付（W）と
を考慮して、労働生産性の損失を導出する

方法を考案し、その妥当性について検討し

た。 
 
B. 研究方法 
 
B-1. 宮城県および全国における積極的食

品由来感染症病原体サーベイランスならび

に下痢症疾患の実態把握 
下痢症患者の原因病原体のアクティブサ

ーベイランスを行うために、宮城県内で医

療機関の医師が便検査を依頼している検査

機関に協力を依頼し、その機関からのデー

タ収集を継続して行っている。また 2011
年からは民間検査会社 3 社（2021～2024
年は 2 社）より全国の菌検出数データを収

集している。 
有症者（定義は窪田分担報告書１− ３参照）

の医療機関受診率および受診者の検便実施

率は、以前に行った電話住民調査の結果よ

り推定された値を用いた。 
 
B-2. ウイルス性食中毒を疑わせる事例の

疫学調査データ等からの詳細な実態把握手
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法等の研究 
令和 7 年度は、前年度までに得られた協

力自治体 A 及び B の感染性胃腸炎集団感染

事例、食中毒事例、感染症発生動向調査情

報を踏まえ、ノロウイルス感染症の疾病負

荷を構成する情報項目を整理した。 

第一に、疾病負荷ピラミッドの構成要素

として、死亡、入院、外来受診、集団感染、

未受診例、休業・欠席等を想定し、それぞ

れについて利用可能な情報源を検討した。

死亡については人口動態統計等、入院につ

いては医療機関情報や入院理由のコード化、

外来受診については感染症発生動向調査に

基づく患者数推計、食品寄与割合について

はアウトブレイク事例の精査、未受診例や

社会的損失についてはインターネット調査

等による補完を想定した。 

第二に、協力自治体において、これらの

情報を収集する際の実務上の課題を整理し

た。特に、医療機関への追加的情報収集依

頼、自治体担当者による事例精査、食品検

査の実施可能性、感染症事例と食中毒事例

の突合、個人情報を扱わない形でのデータ

整理、倫理審査上の整理について検討した。 

第三に、インターネット調査による補完

について、過去一定期間における激しい嘔

吐・下痢、医療機関受診、学校・仕事の欠

席・休業、診断名等を把握する質問項目案

を検討した。ただし、発症率が低い場合に

は必要サンプル数が大きくなること、想起

バイアスが避けられないこと、倫理審査及

び調査設計の調整が必要であることから、

本年度は実施準備段階にとどめた。 

 
B-3. 広域に発生する主に細菌性疾患の疫

学情報とゲノム情報の分析と監視に基づく

疾病負荷軽減策の検討研究 
 本研究は SCCS法の前提条件を満たすと

判断された「焼肉店の利用」について、疾

病負荷の指標として ARPを算出した。ARP
はSCCS法により推定された IRRを用いて、
以下の式に基づき算出した。 
 

 
 
また、ARP以外の疾病負荷指標の利用の可
能性については既存の文献に基づき検討し

た。 
 
B-4. ノロウイルスの感染実態推計に向け

た研究 
 
１．環境検体モニタリングによるノロウイ

ルス流行探知の試み 
 
1. 下水検体 
秋田県健康環境センターの協力を得て、A
下水処理場にて毎月第 4 週に流入下水を採

取し、冷蔵にて国立医薬品食品衛生研究所

へ送付した。検体到着後に、下水検体は

40mL ずつプラスチック遠心チューブに分

け、冷蔵または冷凍にて保存した。 
2. 河川生息二枚貝検体 
二枚貝の採取地域として、流域関連人口が

大きいことから、ノロウイルス感染者も多

いことが期待され、かつ比較的サンプル採

取が容易な多摩川河口域（川崎市側）を選

定した。毎月、午前中に大きく潮が引く日

時を 1日選定して、二枚貝を採取した。 
二枚貝は採取当日にむき身の状態にして冷

凍保存した。 
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３．検体の処理 
 下水は 40mLに対してポリエチレングリ

コール 3.2g、NaCl3.2g を添加し、一晩低

温室（4℃）で回転・溶解後に、12,000rpm、
30 分、4℃にて遠心し沈渣を PBSにて懸濁
し、RNA抽出に供した。 
二枚貝は ISO15216-1の手順に従い、二枚
貝 1粒に対して水および proteinase Kを加

えて 37℃で 1時間消化後に、60℃15 分の加

熱後に 5,000rpm、10 分、4℃で遠心し、上

清を RNA抽出に供した。 
４．ウイルス RNA抽出法 
 ウイルス RNA の抽出は磁気ビース法

Maxwell RSC Virus Total Nucleic Acid 
Purification kit (Promega 社、機械自動抽

出)を用いた。 
５. 遺伝子検出 
 抽出 RNAを用いて、ISO15216-1に記載
されているプライマー、プローブを用いて

ノロウイルスの遺伝子検出を 1 Step 
RT-qPCRにて実施した。 
 1 Step RT-qPCR 試薬として TaqMan 
Fast virus 1-Step Master Mix 
(Thermofisher Scientific)を使用した。Ct
値が得られた検体を陽性と判定した。 
 
２．状態空間モデルと下水データを用いた

ノロウイルス総感染者推定に関する研究 
データ 
 2020年から 2025年の宮城県内における

感染性胃腸炎報告症例数の公開データをウ

ェ ブ 上 か ら 取 得 し た

（ https://www.pref.miyagi.jp/site/hokans/
surveypdf-shuho.html）。仙台市では、2020
年から 2024 年までは下水処理場へ流入す

る下水試料が毎週採取され、測定・記録さ

れた未処理下水中のノロウイルス GII 濃度 
[genome copies/L]のデータを取得した。保

育園や食料品販売店等の施設の従業員に対

して行われたノロウイルス感染調査結果に

ついて、仙台市における月別陽性率を抽出

したデータを株式会社日本環境衛生研究所

から提供を受けた。 
 
状態空間モデル（Model 1） 
 感染性胃腸炎の潜在的な総感染者数を推

定するために状態空間モデルの適用を試み

た。データとして取得可能な報告症例数は

報告率（軽症のため受診しない等）や不顕

性感染率によって総感染者数の一部を示し

ているに過ぎないという仮定のもと、状態

空間モデルにおける“状態”を潜在総感染

者数 Yt、“観測”を報告症例数 ytとした。

状態空間モデルの考え方は、過去から現在

に向かって実際に推移しているのは“状態”

であって、データとして観測される“観測”

は観測誤差を伴って”状態”から生成される

ということを想定したものである。 
 図１に示すように、Model 1 では、時点 t
における潜在総感染者数 Ytは、1時点前 t-1
の ” 状 態 ”Yt-1 か ら 過 程 誤 差

（ : 分散）によって
変動する（状態方程式）。 

 （１） 
時点 tにおいて観測される報告症例数 ytは

時点 t の総感染者数 Yt から観測誤差
（θ: 形状母数）を伴

って生成される。これはつまり報告症例数

は負の二項分布にしたがうことを想定して

いるが、疫学データに一般的に見られる傾

向である症例数の大きな日変動に対応する

ためである。報告症例数は不顕性感染率及
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び報告率によって説明されると仮定し、本

研究では不顕性感染率及び報告率を考慮し

た制約係数bt (< 1)を定式化し、観測方程式

を構築した。 
 （２） 

bt は”状態”と”観測”の差異に影響を与える

要因（例：通院しなかった感染者の発生な

ど）を反映するものである。報告症例数Nr

は顕性感染 Ns及び不顕性感染 Naを考慮す

ると以下の式で表現される。 
 （３） 

ここで rsは顕性感染の報告率、raは不顕性

感染の報告率である。不顕性感染率を pa、

潜在総感染者数をNTとして整理すると、 
 （４） 

と表現される。式４の右辺の係数が制約係

数に相当するものである。ノロウイルス感

染実態調査は、医療機関における定点観測

とは独立して PCR 検査を実施したもので

あるから、陽性者は未報告の不顕性感染者

として扱うことができるとした。つまり、

この全国実態調査において示された陽性率

P は、陽性者はすべて無症状との仮定の下

では、式５のように表現できる。 
 （５） 

症状を呈しかつその報告率が Pより十分低

いと仮定できる場合、式４は と

整 理 さ れ 、 未 報 告 症 例 数 は

であるから、制約係

数は簡易的に式６のように表現される。 
 （６） 

 
下水データを活用した状態空間モデル

（Model 2） 
 感染者数予測に対する下水データの有効

性を把握するため、下水中の胃腸炎ウイル

ス濃度の時間変化を考慮した多変量状態空

間モデルを構築した（Model 2）。2-2 節と
同様に潜在的なウイルス濃度の一部がデー

タとして観測されることを想定した。時点

tにおける対数潜在ウイルス濃度 Xt は同時
点における潜在総感染者 Yt から排出され
るため、式７のように示される。 

 （７） 
 （８） 

（ : 分散）であり、

潜在ウイルス濃度は正規分布に従い変動す

ると仮定した。ηは感染者数をウイルス濃

度に変換する非負の係数とした。式８は観

測方程式である。感染してから発症の期間

においても感染者からウイルスは排出され

るため、下水中のウイルス濃度は 1 時点未
来の感染者数の予測に活用できる可能性が

ある。したがって、潜在総感染者数を式９

のように表現した。 
 （９） 

φ はウイルス濃度を感染者数に変換する非

負の係数とした 

 
B-5. 食品媒介感染症被害実態の推計に基

づく施策評価のための研究 

１．⾷品由来感染症の実被害患者の推計に
ついて 

（１）医科レセプト情報 1）について 
医科レセプト情報による推計の可能性を

検証するため、2018 年 1 ⽉から 2023 年 12
⽉の⾷品由来疾患（63 疾患）に関する匿名
医療保険等関連情報データベースの利⽤申
請⾏い、⾷品由来感染症に関連する医科レ
セプト情報を⼊⼿した。 

 



7 
 

（２）医科レセプト情報における⾷品由来
感染症の特徴について 
１）⾷品由来感染症の選定 

2018 年から 2023 年の医科レセプトデー
タ を ⽤ い た ⾷ 品 由 来 感 染 症 ( 病 原 体 ：
enterohemorrhagic Escherichia coli 、
Campylobacter Jejuni/coli、Salmonella SPP.、
Norvirus、ロタウイルス)、及びギランバレ
ー 症候群 (カンピロバク タ ー 感 染後に
0.03%(95%UI:0.02-0.06%)の割合で発症す
ると報告 2)されているギランバレー症候群
について、性別、年齢別の患者状況を分析
することとした。 

 
２）医療機関における検査実施率について 
医科レセプトデータの疑い事例で報告され
ている患者数から、医療機関における検査
実施率を検証した。 
 
４）調査結果の分析⼿法 

データ解析は、SPSS.ver.30 と Excel for 
microsoft365 を⽤いて実施した。 
 
B-6. より現場で活用しやすくまた一般に

理解が得られやすい指標の検討 
 従来の評価指標である DALYs の導出計
算過程に着目して、日本国民の労働生産性 
と YLD (Years Lived with Disability) を
導出するための平均治療期間（L）と障害の
重み付（W）とを考慮して、労働生産性の

損失を導出する方法を考案した。 
具体的には以下の計算式で導出する。 
 
労働生産性の損失 =  

労働生産性 (??USD/年) × 治療期間（L 年）
× 障害の重み（W） 
 
ここで、労働生産性の情報は OECD データ

に基づく算定値、治療期間（L）と障害の重

み（W、0~1の値をとる）は各疾病の YLD
を算出する際に用いる値で、疾病毎に報告

されているものを用いる。 
 本研究では日本でのカンピロバクター食

中毒による労働生産性の損失を、熊谷ら

(2018、厚労科研報告書)で報告されている

DALYsの推定情報を用いて算出した。 
 
 
C. 結果 
 
C-1. 宮城県および全国における積極的食

品由来感染症病原体サーベイランスならび

に下痢症疾患の実態把握 
 宮城県データから推定した全国における

下痢症の食品由来実患者数の平均値は

2024年では、Campylobacter が 447,959、
Salmonella が 145,729 人 、 Vibrio 
parahaemolyticusが 4,656 人であった。全

国における下痢症の食品由来実患者数の推

定 値 の 平 均 値 は 、 2023 年 で は

Campylobacter は 2,797,912 人 、

Salmonella は 812,119 人 、 Vibrio 
parahaemolyticus が 13,022 人であり、

2024 年では Campylobacter は 2,431,346
人、Salmonella は 787,975 人、Vibrio 
parahaemolyticusが 8,947 人であった。 

 
C-2. ウイルス性食中毒を疑わせる事例の

疫学調査データ等からの詳細な実態把握手

法等の研究 
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令和 7年度の研究により、ノロウイルス感

染症の疾病負荷を把握するためには、単一

のサーベイランス情報では不十分であり、

複数の情報源を組み合わせた階層的な把握

が必要であることが整理された。 

疾病負荷ピラミッドの構成要素として、死

亡者、入院患者、外来受診患者、集団感染

事例、未受診例、休業・欠席例を設定し、

それぞれに対応する情報源と制約を整理し

た。死亡及び入院については、実数把握や

診断コードの整理が必要であり、外来受診

については感染症発生動向調査の定点情報

を基礎に推計することが可能である一方、

成人を含む全年齢推計には限界があること

が確認された。また、集団感染事例におけ

る食品寄与割合の推定には、感染経路の精

査、食材検査の実施、食中毒事例との突合

が重要であるが、自治体及び医療機関の負

荷が大きく、定常的な実施は容易でないこ

とが確認された。 

また、未受診例及び休業・欠席等の社会的

負荷を把握するため、インターネット調査

による補完可能性を検討した。調査項目案

として、過去 5年間又は 10年間における激

しい嘔吐・下痢の経験、医療機関受診の有

無、診断名、欠席・休業日数等を想定した。

しかし、調査対象期間、症状定義、想起バ

イアス、必要サンプル数、倫理審査の整理

に課題があり、令和 7 年度中の実査には至

らなかった。 

 
C-3. 広域に発生する主に細菌性疾患の疫

学情報とゲノム情報の分析と監視に基づく

疾病負荷軽減策の検討研究 
SCCS 法により推定された IRR は 32.0
（95％信頼区間：12.5-82.1）であった。こ

れに基づき算出した ARP は 96.9%（95％
信頼区間：92.0-98.8%）であった。 
本研究で対象とした「焼肉店の利用」は

Whitaker らが示した SCCS 法の前提条件
[6]である、①「イベントの発生が独立か、

稀であること」、②「イベントの発生がその

後の観察期間の長さに影響を与えないこ

と」、③「イベントの発生がその後の曝露に

影響を与えないこと」、④「曝露がイベント

後の行動変化がないこと」、⑤「時間変動交

絡（年齢・季節など）はモデル化されてい

ること」を概ね満たしていると考えられた。

このため、IRR の推定が可能であり、さら

に IRR を用いた ARP の算出も可能である

と考えられた。 
一方、SCCS 法により得られた指標は相

対指標である IRR であり、絶対リスクを算

出することはできない。そのため、SCCS法
のみでは、曝露によってどの程度の発症数

や発症リスクが増加したかを絶対的に評価

することは困難である。既存の報告では、

SCCS法で得られた IRRをコホート研究等で

得られるリスク差や発生率と組み合わせる

ことで、絶対リスクを補完的に評価する手

法が報告されている[7‒ 9]。従って、SCCS
法による IRRおよび ARP は疾病負荷の相対

的評価には有用であるが、絶対リスクの解

釈には他の調査デザインから得られる情報

を併用する必要がある。 
本研究は個々の食品や食材に関する疾病

負荷の評価は行っていない。その理由とし

て、個別の食品や食材を曝露因子とした場

合には、SCCS法の前提条件を満たさない可

能性があることが挙げられる。例えば、「イ

ベント発生がその後の曝露に影響を与えな

いこと」や「イベント後に曝露行動が変化
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しないこと」という前提条件については、

食品媒介感染症の発症後に当該食品の摂取

を避ける行動が生じる可能性があり、前提

条件の成立が困難となる場合がある。 
また、個別食品や食材では、曝露開始時

点や曝露期間を正確に把握することが難し

い場合が多い。一方で、摂取記録が詳細に

把握可能であり、特定の食品や食材（例え

ば同一ロット）に限定できる場合には、

SCCS 法の適用可能性は高まると考えられ

る。 
なお、本研究では明らかな前提条件の逸脱

は認められなかったが、SCCS 法の前提条
件を満たさない場合であっても、統計学的

な補正により SCCS法の適用が可能である

ことが報告されている。今後、他の曝露因

子や食品売価感染症事例に対して SCCS法
を応用する際には、前提条件の確認に加え、

前提条件を逸脱した場合の補正方法につい

ても検討する必要がある。 

 
C-4. ノロウイルスの感染実態推計に向け

た研究 
 
１．環境検体モニタリングによるノロウイ

ルス流行探知の試み 
分担報告書の表1に2023年5月から2026
年 3 月までの期間に多摩川河口域（川崎市

側、キングスカイフロント地区河岸）にて

2023 年は奇数月、2024,2025,2026 年は毎

月二枚貝を採取し、毎月の採取した貝のう

ち 10粒から RNA抽出を行い、ノロウイル

ス遺伝子検索を実施した結果(Ct値、陽性個
数)を示した。 
 ノロウイルス GI は GII に比較して、検

出される頻度が低く、検出された場合の Ct

値も高い傾向であった。図 1 に川崎市の感

染性胃腸炎の 2024年から 2026年の定点報

告状況のグラフを示したが、二枚貝の陽性

個数が多い 2、3月に定点での胃腸炎報告数

も多いことがわかる。 
 二枚貝の採取は 2021 年 4 月より継続し
ているが 2024年は 6月、1月、2月に陽性
率が高く、採取時期の前に感染者が多く存

在した可能性が示唆された。 
 採取地点付近は、大型台風の通過や、大

型の橋梁工事が継続して行われるなどの環

境変化が大きいためか 2021 年に比較して
採取できる二枚貝の数も減少しているが、

その状況下であっても、陽性率の変化とし

て関係流域のノロウイルス感染者の増減を

反映していることが考えられた。 
 表 2に 2023年 4月から 2026年 3月まで

の下水からのノロウイルス検出状況(Ct 値)
を示した。GIについては夏場は検出されな

い場合も多いが、GII は年間を通して検出

されていた。図 2 は秋田県内の感染性胃腸

炎発生状況の推移であるが 2026 年の 1 か
ら 3 月にかけて定点報告数がかなり増えて

おり、下水流入水から検出されるノロウイ

ルスも Ct値が低くなっていた。 

 
２．状態空間モデルと下水データを用いた

ノロウイルス総感染者推定に関する研究 
 Model 1 において推定された仙台市の総

感染者数中央値は最小 341 から最大 1324
の間で推移しており、平均として予測報告

症例数の中央値の約 9 倍であった（図３）。

これは、ある時点における患者 1 人には未

報告の二次感染例が約 9 件ある可能性を示
している。また、2024年度及び 2025年度
における仙台市の年間推定総感染者数の中
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央値は、それぞれ 43897 人及び 36097 人で

あった。本研究においては潜在総感染者数

と報告症例数の差は、症例報告率や不顕性

感染率（制約係数）をもとに決定されるが、

取得可能なデータが限られており、制約係

数の精度の向上の余地があることに留意す

る必要がある。また、食中毒統計では、ノ

ロウイルスによる食中毒患者数は 2024 年
から 2025 年にかけて 1 万人増加し推計値

とは増加トレンドが異なっていることから、

精度向上に向けた検討が必要である。 
 
C-2. 下水ウイルスデータの効果 

Model 2においては、2024年度のデータに

対して、下水中のノロウイルス GII 濃度を
利用し感染者数を推定した。潜在総感染者

数の推定値を下水ウイルスデータの有無で

比較したところ、ほとんど差が見られなか

った（分担報告書図４）。その一方で、下水

ウイルスデータを活用することでモデルの

将来予測性能が向上することが明らかとな

った（分担報告書図５）。2024年 10月末ま
でのデータをもとに構築したモデルから、

2024年11月以降の10週先までの将来予測

を行ったところ、ウイルスデータを使用し

たモデルにおいては増加トレンドを予測す

ることができた（分担報告書図５B）。つま
り、ウイルスデータを活用した状態空間モ

デルによって将来の総感染者数のトレンド

を把握することが可能であることが示唆さ

れる。 
 
C-5. 食品媒介感染症被害実態の推計に基

づく施策評価のための研究 
（各表は分担報告書参照） 

１．医科レセプトデータを⽤いた⾷品由来

感染症の特徴について 
(1)Salmonella SPP.(表１)について 
・性別による違いをみると、各年とも⼥性
の患者数が多い傾向にあるが有意な差は認
めらなかった。 
・年齢による違いでは、各年とも 0-9 歳で
患者数が多く、いったん減少するものの、
20-24で増加する傾向が認められた。 
(2)Campylobacter Jejuni/coli(表２)とギラ
ンバレー症候群(表６)について 
・各年ともに⼥性よりも男性の患者数が有
意に⾼かった（p<0.05）。 
・年齢による違いでは、5歳から 14 歳にか
けて上昇傾向にあるが、15-19 で減少し、
20-24 歳で増加し、のちは減少した。⼀⽅、
ギランバレー症候群については、各年ども
に、年齢が上昇すると患者数が増加する傾
向が⽰された。 
・ギランバレー症候群の各年の患者数の増
減はカンピロバクター腸炎患者数の変動と
同様の動きをしていた。 
(3)enterohemorrhagic Escherichia coli(表
３)について 
・各年とも⼥性の患者数が多いが、有意差
(p<0.05)が認めれたのは 2021 年のみであ
った。 
・年齢による違いをみると、各年とも 0-9
歳が最も多く、いったん減少するものの、
20-24 歳で増加し、80歳以上で再び増加し
た。 
 
(4)Norvirus(表４)について 
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・各年ともに⼥性の患者数が多い傾向には
あるが、有意差(p<0.05)は認められなかっ
た。 
・年齢の違いをみると、0-4 歳が最も多く、
その後減少し、80歳以上で緩やかな上昇を
認めた。 
(6)ロタウイルス感染症(表 5)について 
・男性の患者数が多い傾向にあるが、有意
差(p<0.05)は認めらなかった。 
・0-4 歳が最も多く、その後減少しているこ
とを認めた。 
・2020 年に 0-4 歳の患者数は、2021 年の
約 10%に減少した。 
 
２．医療機関における検査実施率について 
(1) Salmonella SPP.について 
2023 年に疑い事例で報告されている患者
数は、3,328 ⼈であった。真正患者としての
登録は 5,993 ⼈であったことから、仮に、
疑い事例では検査を実施していなかったと
仮定すると、医療機関での検査率は 64.3%
であった。 
(2) Campylobacter Jejuni/coli について 
2023 年に疑い事例で報告されている患者
数は、15,872 ⼈であった。真正患者として
の登録は23,105⼈であったことから、仮に、
疑い事例では検査を実施していなかったと
仮定すると、医療機関での検査率は 59.3%
であった。 
 
C-6. より現場で活用しやすくまた一般に

理解が得られやすい指標の検討 
 2023 年度の情報を用いると、日本人 １

人あたり 1 年間での労働生産性(USD）は

$ 92,663 である。OECD 加盟 38 カ国中 
32位の順位である。カンピロバクター食中

毒によって、医療機関を受診した場合の平

均的治療期間は 0.027 年で、障害の重みづ

けとしては 0.393 が推定されている。これ

らの情報から以下のように労働生産性の損

失額が推定できる。 
 
労働生産性の損失 =   
$ 92,663 × 0.027 × 0.393 ＝ $983 /人 
 
いま、推計患者数 157,597 人 であれば（こ

れらが全員労働人口かは不明だが）、 
 
労働生産性の損失（日本全体）=  
157,597 人×$983 /人＝ $154,956,792 
 

〜¥24,793,086,738 
(1USD@¥160)  

  
と推定され、医療機関を受診したカンピロ

バクター食中毒患者だけに絞っても 200億
円以上もの労働生産性の損失がもたらされ

ていることが示しされた。この推定された

生産性の損失額は、米国農務省が 2018年に
報告している 193億円の生産性損失額と同

等であり、一定の妥当性があるものと考え

られる。 
 カンピロバクター食中毒による被害とし

ては、医療機関受診以外にも、医療機関未

受診、ギランバレー症候群(軽症）、ギラン

バレー症候群(重症)、反応性関節炎、過敏性

腸症候群などの症状についても同様に

YLDが算出されていることから、労働生産

性の損失額を推計することができる。すべ
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ての症例の合計の労働生産性損失額は年間

で 1800億円にものぼるものと、推計された
（分担報告書 図１）。 
 
D. 考察 
 
D-1. 宮城県および全国における積極的食

品由来感染症病原体サーベイランスならび

に下痢症疾患の実態把握 
 宮城県の臨床検査機関のデータからの食

品由来下痢症疾患実患者数の推定では、

2005～2024年の 20年間を通じて、推定食

品由来下痢症患者数は食中毒統計や病原微

生物検出情報での報告数より大幅に多いこ

とが確認された。また推定食品由来下痢症

患者数と食中毒患者報告数の経年変化が互

いに連動しているとは必ずしも言えないこ

とから、現行の食中毒および病原微生物に

関する報告システムによって食品由来下痢

症の実患者数を正確に把握し、経年変動等

を評価することは困難であることが示唆さ

れた。より正確な患者数を把握するための

補完システムとしてアクティブサーベイラ

ンスシステムの構築およびその活用が必要

であり、そのアクティブサーベイランスシ

ステムにおいて最も重要なことは継続性で

あると考えられた。 
 2011 年からは全国を対象としている民

間検査会社（年によって会社数は異なる）

から 2006 年以降の全国の菌検出データを

収集し、これをもとに全国の食品由来下痢

症疾患実患者数の推定も行っている。宮城

県の場合と同様、2006～2024年の調査期間

を通じて推定食品由来下痢症患者数は食中

毒統計や病原微生物検出情報での報告数よ

り大幅に多いことが確認された。また 20年

間の推定結果を検討した結果、宮城県の場

合と同様、推定食品由来下痢症患者数と食

中毒患者報告数の経年変化は互いに連動し

ているとは言えないことが確認された。 
 全国データからの全国の食品由来下痢症

推定患者数は、宮城県データからの人口比

による全 国推定結果と比較して、

Campylobacter で は 5.2 ～ 10.6 倍 、

Salmonella では 5.4～ 23.0 倍、Vibrio 
parahaemolyticus では 1.9～18.7倍の違い
があった（表６）。宮城県と全国とで下痢症

疾患有病率に大きな差は認められない（表

１）ことから、この違いはそれぞれの推定

に用いた検査機関（会社）住民カバー率、

医療機関受診率、検便実施率などにより生

じたと考えられる。住民カバー率の推定の

方法は、宮城県の検査機関と全国を対象と

する民間検査会社とで異なっている（前者

は専門家の意見、後者は EHEC O157 や
EHEC の検出数）。また受診率、検便率の

推定は、宮城県の場合、2006年と 2007年
に行われた電話住民調査の結果にもとづい

ており、これに対し全国の場合は 2009年、
2014 年、2016 年に行われた調査にもとづ

いている。2006～2007 年と 2009～2014
年さらには 2016 年との間に有症者の医療

機関受診行動や医師の検便実施行動に変化

が起きている可能性も考えられる。以上の

ような種々の係数の全国と宮城県における

違いが、推定結果の違いをもたらしている

可能性がある。 
 今回の食品由来下痢症患者数推定におい

て、宮城県の検査機関については専門家か

らの情報で住民カバー率を推定した。しか

し専門家の情報には不確定な要素が含まれ

ている可能性がある。宮城県の検査機関の
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住民カバー率の推定に EHEC 検出数によ

る手法を試みたが検出数が少ないためにカ

バー率の年ごとのばらつきが大きくなり、

推定に用いるのは現実的ではないと考えら

れた。全国を対象とした民間検査会社の場

合は EHEC O157（または EHEC）の検出

数が宮城県の場合より大幅に多いため、推

定結果の年ごとのばらつきは宮城県の場合

より小さいと考えられる。しかし特定地域

において EHEC O157（または EHEC）に
よる大規模アウトブレイクが発生した場合

はカバー率の推定に影響が出ることが予想

されることに注意が必要である。複数年に

わたるアクティブサーベイランスによりカ

バー率を把握することでその影響を少なく

することが可能であると考えられ、今後も

継続したアクティブサーベイランスが必要

である。 
 本研究では食品由来下痢症の患者数は米

国における研究成果を適用し、各菌の食品

由来感染の割合を Campylobacter は 80%、
Salmonella は 95% 、 Vibrio 
parahaemolyticus は 65%と仮定して推定
したが、米国と日本の食習慣の違い等から、

今回適用した値が妥当であるかは今後の検

討課題である。日本においては米国と比較

して生食が多いことから、日本における上

記 3 菌の食品由来感染の割合は米国よりも

高い可能性がある。 
 米国における 3 菌の食品由来患者数の推

定において最新データである 2019 年の推
定患者数は Campylobacter 1,870,000 人、

Salmonella は 1,280,000 人とされており、

ノロウイルスについでこの 2 菌の患者が多

いと推定されている（Elaine et al., 2025）。
米国の研究ではCampylobacter推定患者数

がSalmonella推定患者数の約1.5倍である

が、本研究の推定結果では 4 倍以上となっ

ていることから、日本の Campylobacter 感
染において原因食品として多く報告される

加熱不十分な鶏肉の喫食等、米国と日本に

おける食習慣の違いが影響していることが

示唆される。 
 食中毒に対する各種対策等の検討および

その効果の評価を行なうためには継続した

定量的な実患者数の把握が必要であり、本

研究での推定値は不確実性が大きい要素等

が含まれた推定値ではあるものの、実患者

数の幅を科学的に推定することができ、そ

の推定結果から、実患者数が報告数より大

幅に多い可能性が定量的、かつ複数年度に

ついて示すことができた点が重要であると

考える。 
 
D-2. ウイルス性食中毒を疑わせる事例の

疫学調査データ等からの詳細な実態把握手

法等の研究 
令和 7 年度の検討により、ノロウイルス

等による食品媒介感染症の被害実態を把握

するには、患者数推計に加え、死亡、入院、

未受診例、休業・欠席等を含めた疾病負荷

として評価する必要があることが明確とな

った。従来の感染症発生動向調査に基づく

外来患者数推計や、集団感染事例における

食中毒寄与割合の検討は重要な基礎情報で

あるが、食品衛生行政における施策評価や

予防策の優先順位付けに活用するためには、

より包括的な疾病負荷評価が必要である。 

一方、協力自治体を巻き込んだ疾病負荷

ピラミッド作成には、医療機関及び自治体

の実務負荷が大きい。特に、入院理由の把

握、死亡との関連評価、食品検査の実施、
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感染症事例と食中毒事例の突合、未受診例

の把握には、それぞれ方法論上及び実務上

の制約がある。したがって、今後は網羅的

な情報収集を目指すのではなく、行政実務

上継続可能な最小限の情報項目を定義し、

協力自治体で実装可能な調査手順として整

理することが重要である。 

また、インターネット調査は未受診例や

社会的損失を把握する上で有用な可能性が

あるが、想起期間、症状定義、ノロウイル

スに特異的でない嘔吐・下痢症状の扱い、

必要サンプル数、結果の外挿可能性につい

て慎重な検討が必要である。令和 7 年度は

実施に至らなかったが、調査設計上の論点

を整理したことは、次年度以降の研究計画

に資する成果と考えられる。 

 
D-3. 広域に発生する主に細菌性疾患の疫

学情報とゲノム情報の分析と監視に基づく

疾病負荷軽減策の検討研究 
SCCS 法の前提条件を満たすと考えられ

る「焼肉店の利用」を曝露因子とした場合、

SCCS 法により推定された IRR を用いて、
疾病負荷の指標の一つである ARP を算出
することが可能であった。一方で、SCCS
法は絶対リスクを直接算出できないデザイ

ンであるため、絶対リスクの評価にはコホ

ート研究などから得られるリスク差や発生

率を併用する必要がある。今後、食品媒介

感染症における疾病負荷に SCCS法を活用

する際には、曝露因子の特性と SCCS法の
前提条件を慎重に確認することが重要であ

る。 
 
D-4. ノロウイルスの感染実態推計に向け

た研究 

（C-4.に含む。） 
 
D-5. 食品媒介感染症被害実態の推計に基

づく施策評価のための研究 

１．医科レセプトデータを⽤いた⾷品由来
感染症の特徴について 
・サルモネラ属菌、腸管出⾎性⼤腸菌、ノ
ロウイルスは⼥性の患者が多い傾向にある
ことが確認され、カンピロバクター腸炎と
ロタウイルスは男性の患者が多いことが確
認された。これは、性別による感受性の違
いや⾷⾏動などが影響していると思われる。 
・サルモネラ属菌、腸管出⾎性⼤腸菌、ノ
ロウイルス、ロタウイルスは乳幼児及び⾼
齢者の患者が多い傾向があることが確認さ
れた。これは、乳幼児及び⾼齢者の免疫機
能が⼀般成⼈に⽐べ⼗分に働かないという
ことが影響していることによるものである
と推察される。 
・カンピロバクター腸炎では、0-9 歳及び⾼
齢者の患者数が少ない傾向にある。これは
カンピロバクター腸炎の原因となる⾷品を
摂取する⾷⾏動をとらないことに影響して
いるのではないかと推察される。 
・サルモネラ属菌、カンピロバクタ―腸炎、
腸管出⾎性⼤腸菌では 20-24 歳で増加する
傾向が認められた。これは、その原因とな
る⾷品を摂取する⾷⾏動が影響していると
推察される。 
・カンピロバクター腸炎との関連が指摘さ
れているギランバレー症候群の患者発⽣状
況を確認すると、カンピロバクター腸炎患
者数の増減と同様の傾向を占めていること
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から、カンピロバクター腸炎患者数の減少
はギランバレー症候群の患者数の減少をも
たらすこと可能性があることが抽出された。 
・2020 年から、ロタウイルスによる患者数
が激減している。これは、2020 年 10 ⽉ 1
⽇からロタウイルスワクチンが定期接種と
なったことが影響していると推察される。 
 
２．医療機関における検査実施率について 
・レセプトデータの真性患者と疑い患者の
割合から医療機関における検査実施率産出
の実⾏可能性を確認できた。 
 
D-6. より現場で活用しやすくまた一般に

理解が得られやすい指標の検討 
経済コストとして捉えようとする試みは、

リスク管理機関への政策提言には分かりや

すく使いやすい指標である。しかし、一方

で、医療費コストの算出方法が不明瞭であ

り、医療機関受診患者数から推定するのか、

さらには疾病別の治療費はどう見積もるの

か、といった課題が残るだけでなく、現実

的にそれらのデータが収集可能なのか、と

いった問題がある。また、療養中に損失す

る時間価値といった観点では個人レベルな

のか、国レベル（GDP等）なのか、といっ
た課題がある。そして最も難しい部分とし

て、苦痛を緩和するための支払意欲、とい

った個人の気持ちに関わる部分の推計は極

めて難しいものである。 
したがって、研究として様々な仮定のも

と、種々の試算を行うこと自体に価値はあ

ると思われるが、現実的に実用的かどうか、

といった点では疑義がある。DALYsに代わ

る活用しやすい指標（計算導出過程が複雑）

とは言い難く、この世界的な流れに追随し

ても、本研究で目指す、新たな指標策定に

は到達し得ない。 
そこで、長年にわたり検討されてきてい

る DALYs そのものを否定せずに、その計

算導出過程に注目して、労働生産性の損失

と紐付ける手法を検討した。本手法では必

要な情報は OECD から毎年発表される労

働生産性情報と、疾病毎に推定されている

DALYsの導出過程で用いる YLDの値だけ
であり、複雑な計算過程は必要とせずに、

直感的に経済的損失を認識し得る。当然の

ことながら、推定の元となる YLDの導出過
程の透明性、妥当性といった部分に課題は

残るが、そこは本研究課題内で検討する内

容ではなく、あくまでも食中毒による被害

実態の一つの経済的指標の推定方法として

は、一定の有用性を持つものと考えられる。 
今後は、この推計手法によって導き出され

た金額の妥当性を検討する必要がある。 
 
E. 結論  
 
E-1. 宮城県および全国における積極的食

品由来感染症病原体サーベイランスならび

に下痢症疾患の実態把握 
 

 宮城県および全国におけるアクティブサ

ーベイランスを複数年について行うことで、

下痢症患者の菌検出データを継続して収集

し、下痢症発生実態の概略およびその動向

の把握が可能となった。 
 宮 城 県 の 臨 床 検 査 機 関 で の

Campylobacter 、 Salmonella 、 Vibrio 
parahaemolyticusの年間検出数、検査機関

の住民カバー率、医療機関における検便実
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施率、医療機関受診率等の各種データを組

み合わせることで、宮城県内での上記 3 菌
に起因する食品由来下痢症患者数の推定を

行い、さらにこれより全国の食品由来下痢

症の患者数を全国と宮城県の人口比を用い

て推定し、それらの結果を宮城県および全

国の食中毒患者報告数とそれぞれ比較した

（表２、３）。その結果、食中毒患者報告数

よりも大幅に多くの患者が存在している可

能性が示唆された。全国レベルで、

Campylobacter では約 210～ 970 倍、
Salmonella では約 25～330 倍、Vibrio 
parahaemolyticus では約 20～200 倍の患
者が存在している可能性が考えられた。ま

た、20 年間（2005～2024 年）の各菌の推
定患者数と報告患者数の経年変化は互いに

連動しているとは言えず、食中毒統計の報

告数だけで実患者数の変動を把握すること

は難しいことが示唆された。 
 19 年間（2006～2024 年）の全国レベル

のアクティブサーベイランスデータから同

様に上記 3 菌に起因する全国の食品由来下

痢症実患者数を推定し全国の食中毒患者報

告数と比較したところ、Campylobacter で
は約 2,500～5,600 倍、Salmonella では約

580～3,000 倍、Vibrio parahaemolyticus
では約 220～3,350 倍の患者が存在してい

る可能性が示された。宮城県データからの

全国推定と比較した場合は 1.9～23 倍程度
の違いであった（表６）。 
 今後も異なる規模や地域のデータからの

推定結果を比較することで、年ごとの推定

値の検証等に活用することが可能であると

考えられる。さらに宮城県以外の地域でも

アクティブサーベイランスを行い、宮城県

推定や全国推定と比較することによって地

域性等の検討がより詳細に可能になると考

えられる。また全国データについての住民

カバー率のより詳細な推定、全国でのより

大規模な電話住民調査による医療機関受診

率および検便実施率の推定等により精度を

向上させることも考えられる。 
 これらの結果から平常時から散発事例等

を含めたデータ収集を継続して行うアクテ

ィブサーベイランスシステムの有効性およ

びその必要性が強調された。このようなサ

ーベイランスシステムでは、菌の検出のみ

ならず、下痢症発生率（有病率）、医療機関

受診率および検便実施率等の情報も継続し

て調査を行なうことでアウトブレイク等の

特殊事例の影響を最小限にすることができ、

より現実に即した実態把握が可能となるこ

とが示唆される。また継続調査により各項

目の動向把握が可能となり、緊急事例の早

期発見につながる可能性がある。菌検出件

数を把握する検査機関データは、報告率等

の不確定要素が少なく、推定を行う上でよ

り直接的なデータであると考えられる。全

国の食品由来下痢症実患者数のより正確な

把握と地域性等の把握のために、より拡大

したアクティブサーベイランスを行なうこ

と、および各不確定要素の推定の精度向上

を図っていくことが重要であることが確認

された。 
 
E-2. ウイルス性食中毒を疑わせる事例の

疫学調査データ等からの詳細な実態把握手

法等の研究 
令和 7 年度は、ノロウイルス等によるウ

イルス性食中毒疑い事例の被害実態把握に

ついて、曝露から死亡までを含む疾病負荷

ピラミッド作成に向けた基礎的情報収集と
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方法論の整理を行った。死亡、入院、外来

受診、集団感染、未受診例、休業・欠席等

を組み合わせた評価枠組みを整理した一方、

協力自治体及び医療機関を巻き込んだ情報

収集体制の構築、食品検査や事例突合、イ

ンターネット調査による補完にはなお課題

が残った。今後は、実務負荷を抑えた最小

限の情報収集項目を設定し、地域レベルで

の総合的疾病負荷評価に向けた手法の具体

化が必要である。 

 
E-3. 広域に発生する主に細菌性疾患の疫

学情報とゲノム情報の分析と監視に基づく

疾病負荷軽減策の検討研究 
（D-3.に含む。） 
 
E-4. ノロウイルスの感染実態推計に向け

た研究 
１．環境検体モニタリングによるノロウイ

ルス流行探知の試み 
 河川生息の二枚貝や、下水流入水といっ

た環境検体は、定点報告での感染性胃腸炎

の増減を反映していると考えられる。統計

的な解析を加えることで流行状況の探知が

行えると考えられた。 
 
２．状態空間モデルと下水データを用いた

ノロウイルス総感染者推定に関する研究 
 状態空間モデルを用いて、調理従事者の

ノロウイルス検査データ、下水データ等か

らノロウイルスの年間感染者数、感染者数

の増減トレンドを推計することが可能であ

る。 
ノロウイルス検査データは 1 社からの提供

で、モデルによる推計に用いたデータも地

域を限定したことから、全国規模の推計と

するためには複数社から検査データの提供

を受けるなどが必要と考えられた。限定さ

れたデータの範囲ではあるが、患者 1 人に

対して、推定感染者は 9 倍程度は存在する

ことが示唆された。 

 
E-5. 食品媒介感染症被害実態の推計に基

づく施策評価のための研究 

⾷品に由来することが疑われる疾患につ
いて医科レセプトデータから、抽出したデ
ータについて性別・年齢別の特徴を解析は
⾷中毒統計での患者情報を保管することが
可能であることが確認できた。 

また、⾷品由来感染症発症後に発症する
続発性疾患に関する情報も医科レセプトデ
ータより⼊⼿することができることを確認
した。このことは、⽣涯調整⽣存年(DALYs)
の推計においても有⽤である。 
・レセプトデータの真性患者と疑い患者の
割合から求めた検査実施率は、サルモネラ
属菌で 64.8%、カンピロバクタ―腸炎で
59.3%と窪⽥らの電話調査による検便検査
実施率（8.0%から 14.8%）3)よりも、かな
り⾼い値であった。胃腸炎症状における医
療機関での検査実施状況については、医療
機関でのヒヤリングを実施することにより、
そのデータの精度を⾼める必要があること
が確認された。 
 
E-6. より現場で活用しやすくまた一般に

理解が得られやすい指標の検討 
 従来の評価指標である DALYs の導出計
算過程に着目して、日本国民の労働生産性 
と YLD を導出するための平均治療期間

（L）と障害の重み付（W）とを考慮して、
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労働生産性の損失を導出する方法を考案で

きた。 
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